
 

 

導入促進基本計画 

 

 

１ 先端設備等の導入の促進の目標 

（１）地域の人口構造、産業構造及び中小企業者の実態等 

   さぬき市は、平成１４年４月１日、香川県大川郡の津田町、大川町、志度町、

寒川町及び長尾町の５町が合併して誕生した。 

   本市は、香川県東部に位置し、南部は讃岐山脈が連なり、中央部は平坦な水田

地帯と大小のため池がのどかな田園風景を形成している。北部は、瀬戸内海国立

公園を含む風光明美な海岸線であり、古くから港町、門前町として栄えた市街地

と工業団地を含む地域が並存している。市内には国道１１号、高松自動車道、Ｊ

Ｒ高徳線が東西に横断しており、阪神地区とは高速バスで３時間弱で結ばれてい

る。 

   人口の推移をみると、合併前の平成７年までは徐々に増加し、５町の人口の総

和が５８，３９０人に達したが、その後減少に転じている。平成２７年１０月に

行われた国勢調査による本市の人口は５０，２７２人であった。平成７年からの

２０年間で約１４％も減少している。今後も、高齢化に加えて若年層の大都市部

への流出が続くものと思われることから人口は減少傾向で推移すると見込んで

いる。 

   本市の産業のうち、農業・漁業については、水稲、野菜、果樹、畜産を組み合

わせた複合経営が営まれている。主なものに、いちご、にんにく、ミニトマト、

キャベツ、ぶどう、花きなどがある。漁業は、ハマチ、タイ、カンパチ、牡蠣、

海苔などの栽培漁業が営まれている。 

   商業・サービスについては、郊外型量販店の進出により消費者の利便性は向上

しているが、旧来の商店街や個人経営の商店を中心に廃業が相次いでいる。 

   工業については、津田地区に鵜部工業団地、志度地区に臨海工業団地及び内陸

工業団地、長尾地区に農産加工工場団地及び高松東ファクトリーパークがあり、

地域経済の活性化と雇用の創出に貢献している。主要なものとして、クレーンな

どの一般機械、ゴム製品、冷凍食品、水産加工などの工場がある。 

以上のような産業形態となっているが、近年、市内の事業所の大部分を占める

中小企業は海外や産地間競争の激化や後継者難などの影響により廃業が増加し

ている。さらに平成３０年４月のハローワークさぬき管内の有効求人倍率は１．

２８倍となるなど高水準で推移しており、慢性的な人手不足が続いている。また、

後継者不足も深刻な状況となっており、このような現状を放置すると本市の経済

にも大きな影響を与えかねない状況である。 

このような中、独自の取組として市内既存企業の新たな設備投資も支援対象と

する「さぬき市企業立地助成制度」や、地域資源を活用した新商品開発等を支援



する「さぬき市地域資源活用新商品開発等支援事業」等を講じてきたが、引き続

き市内中小企業の生産性の抜本的な向上により、人手不足に対応した事業基盤を

構築するとともに、後継者が引き継ぎたいと思えるような企業にしていこうとす

る取組を支援していくことは喫緊の課題である。 

 

（２）目標 

   近年の景気の回復に伴い、本市においても中小企業者の設備投資が増加傾向に

あるが、生産性向上特別措置法第３７条第１項の規定に基づく導入促進基本計画

を策定し、中小企業者の先端設備等の導入を促すことで、県内でもトップクラス

の設備投資が盛んな自治体を目指すとともに地域経済の活性化・発展を図る。 

   これを実現するための目標として、計画期間中に４５件程度の先端設備等導入

計画の認定を目標とする。 

 

（３）労働生産性に関する目標 

   先端設備等導入計画を認定した事業者の労働生産性（導入促進指針に定めるも

のをいう。）が年平均３％以上向上することを目標とする。 

 

２ 先端設備等の種類 

   本市の産業は、農水産業、製造業、卸売・小売業、サービス業と多岐に渡り、

多用な業種が本市内の経済、雇用を支えているため、これらの産業で広く事業者

の生産性向上を実現する必要がある。したがって、多様な産業の多様な設備投資

を支援する観点から、本計画において対象とする設備は、経済産業省関係生産性

向上特別措置法施行規則第１条第１項に定める先端設備等全てとする。 

 

３ 先端設備等の導入の促進の内容に関する事項 

（１）対象地域 

   本市の産業は、市内５か所にある工業団地の他、臨海部から内陸部の平野を経

て山間部まで広く立地している。これらの地域で広く事業者の生産性向上を実現

する観点から、本計画の対象区域は本市内全域とする。 

 

（２）対象業種・事業 

   本市の産業は、農水産業、製造業、卸売・小売業、サービス業と多岐に渡り、

多用な業種が本市内の経済、雇用を支えているため、これらの産業で広く事業者

の生産性向上を実現する必要がある。したがって、本計画において対象とする業

種は、全業種とする。 

   生産性向上に向けた事業者の取組は、新商品の開発、自動化の推進、ＩＴ導入

による業務効率化、省エネの推進、市町村の枠を超えた海外市場等を見据えた連

携等、多様である。したがって本計画においては、労働生産性が年平均３％以上

に資すると見込まれる事業であれば幅広い事業を対象とする。 



 

４ 計画期間 

（１）導入促進基本計画の計画期間 

   国が同意した日から３年間とする。 

 

（２）先端設備等導入計画の計画期間 

   ３年間、４年間又は５年間とする。 

 

５ 先端設備等の導入の促進に際し配慮すべき事項 

  ・人員削減を目的とした取組を先端設備等導入計画の認定対象としない等、雇用

の安定に配慮する。 

  ・公序良俗に反する取組や、反社会的勢力との関係が認められるものについては

先端設備等導入計画の認定の対象としない等、健全な地域経済の発展に配慮す

る。 

 

 

 

（備考） 

  用紙の大きさは日本工業規格Ａ４とする。 

 


